
「共同体異分子の処遇に関する法律」案

一
法制史的考察（Ⅱ）

一

畔 上 泰 治

Ⅴ‡．内務省修正案

6．0はじめに：前稿1において見たように、「共同体異分子の処遇に関する法律」

をめぐる議論における法務省の姿勢は、内務省実に対抗して作成した独自案や

内務省案に対して示された見解の中において大きな変化を示していた。即ち、

法務省側がそれまで固執し続けていた「非社会的人間」や「強制保護収容」と

いう術語は、内務省への「譲歩」の中で実質的に「共同体異分子」や「拘禁の

ための収容」に吸収された。また法務省が「共同体異分子」を認定する権限や

収容所における彼らの管理に対する権限をも内務省に委ねることを承認したこ

とから、「共同体異分子」の処遇に関する法律制定は内務省主導の案件へと変

化していた。それにもかかわらず内務省と法務省との間の意見の対立がその後

も続いた原因は、この問題に関わる権限を少しでも手元に残す、ないしは少し

でも多く手中に収めようとする法務省と内務省との間に展開された強い対抗意

識にあった。前稿を受け、本稿においてはまず、第一次内務省案に対する修正

案から考察を始め、「共同体異分子法」案をめぐるその後の議論の経過を見て

いくことにする。

6．1説明懇談会：内務省側は1940年末までに示された関連部局の見解をもと

に、第一次内務省案に対する修正原案を作成していた。そして1941年1月10

日には国家刑事警察局はこの原案に対する説明を行なうための懇談会を設け

た。2そこに出席したのは、この法案の担当者である国家刑事警察局上級参事

1「『共同体異分子の処遇に関する法律』案一法制史的考察（Ⅰ）－」（筑波大学『言語文化論

集』第62号、2003年、1－41頁）。

2

その間に1940年10月7日には国家保安本部局長ラインハルト・ハイドリヒは内務省案が示

されたことを契機に、「拘禁」措置を実施した場合に生じる費用を把握することを目的として、

その対象となる者の数を10月15日までに報告するよう刑事響察（中央）署に対し命令していた。

即ち、自らの生活を正当な生業により営んでいることを証明できない者、労働能力がありながら
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官ヴエルナーをはじめ、内務省参事官ルパート、内務省課長ムテージクス（Dr．

HansMutbesius）、国家保安本部局参事官ナイフアイント（Dr．KurtNe血ind）、

法務省参事官リーチュであった。リーチュが残したこの懇談会のメモ3に拠れ

ば、ヴエルナーはその席でまず財政上の問題に関する説明を行ない、内務省市

長村課と財務省との間の協議の結果この問題が解決済みであることを伝え、修

正原案を提示していた。4即ち、そこで提示された修正原案第6条は第1項に

おいて、先の第一次案に規定されていた収容費用に関する保護連盟と国家の負

担割合に関する個所が修正され、収容費用は全額保護連盟が負担すると変更さ

れていた。また収容にともなう施設の新設・拡充費用に対する補助に関する規

定を定めた第6条3項では、第一次案では全般にわたり補助がなされることに

なっていた費用が、修正案では新築に関しては初回のみが補助の対象となると

の修正が加えられた。5こうしてこの修正案は国家の財政的負担の削減を求め

た財務省の要求を大幅に取り入れたものとなっていた。この修正案に関して財

政問題はすでに決着済みであると述べたヴエルナーの発言はこれを指していた

のである。

その結果、残されていた大きな問題は法務省との調整だけとなっていた。こ

の説明懇談会においてヴエルナーは、警察側は原則として1940年7月 29 日

の書簡において法務省側が求めていた「すべての」要望6を満たすつもりであ

るとの姿勢を示し、提示された修正案もまた法務省側の要請をすべて満たして

いると述べていた。前稿において触れたとおり、この法案の議論における最大

の争点のひとつは、この法律が収容対象として把握しようとしている人的範囲

の限定、即ち「共同体異分子」の定義の問題であった。具体的にはそれは法案

第2条に関わるものであったが、この懇談会の席においてヴエルナーは今回の

修正により「非社会的人間」7の範囲が明確に限定されたと説明していた。即

第三者による援助に頼った生活を営み、それにより民族共同体の一員としての義務を果してい

ない者、行刑機関からの出所者や警察の改善・労働収容所の退所者でその後秩序ある生活を営も

うとする意思を示していない者の人数を報告するよう求めていた。（Ayaβ（1998），259頁）
壬

BArcb．払l．57－58参照。

l本稿巻末資料4参照。

；前稿資料3（38頁）及び本稿資料4参照。

；内容に関しては、前稿5．2参照。
7

この表現はリーチュがメモの中で用いたものであり、ヴエルナー自身が実際に用いたものか

は不明である。
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ち、この修正原案は、それまで「この法律における共同体異分子とは取り分け

（以下の者を指す）1．…」となっていた第2条を「この法律における共同体

異分子とは（以下の者を指す）1．‥・」と修正し、「取り分け」（insbesondere）

という表現を削除していた。それにより条文に挙げられた以外の事例を共同体

異分子として認定することを明確に排除し、この法律により処遇される人間の

範囲が不必要に拡大されることに対する懸念の払拭が試みられていた。こうし

てこの修正により「共同体異分子」は、山方においては第2条に掲げられた六

つの項目の該当者に「限定」されることになったが、しかし他方においてそれ

ぞれの項への該当判断基準は不明確なままに残されていた。

リーチュはこの修正原案に対して、それがすでに法務省が提出した要望、即

ちオーストリアで施行されている「浮浪者対策法」との調整や労働忌避者の定

義の明確化、刑務所や労働・教育収容所を退所した者に対する適切な措置に関

する要求を満たしたものとなっているとの見解を述べていた。8しかしその一

方で、「自らの生活態度により他の民族同胞を道徳面で危険にさらす者」をも

共同体異分子と見なすと規定する第3項に対しては重大な懸念を表明してい

た。即ち、そこに規定されている者に対する処遇はローマ法以来決して司法権

を離れて刑事警察の手中に置くことはできないとされている、司法当局固有の

権限であること、また同時にこの条文があまりにも一般的で漠然とした規定で

あると強い批判を行なっていた。こうして一度は「共同体異分子」に対する処

遇の権限を警察に委ねることに同意した司法当局ではあったが、既得権限をめ

ぐり内務省・警察当局に対して最後の防衛戦を繰り広げていた。リーチュのこ

の発言を受けて懇談会は第3項の問題に関して長時間に亘る議論を行なった。

そして最終的には更に厳密に人的範囲を限定するために条文の表現を修正する

ことになった。即ち、この項を二つに分け、一方において飲酒癖者と麻薬依存

者を、そして項を改めて傾向犯と衝動犯を挙げ、対象となる人的範囲を明確化

することにした。9

8

前稿5．2参照。40年7月の見解の中で法務省が求めていた、扶養義務違反者（第2条4項）

削除の要請に対しては、この修正原案はそれを受け入れ、処遇対象から削除していた。（本稿巻

末資料4参照）しかしそれに対してルパートはこの懇談会において、保護義務令第20条を補足

するためにもこの法律では扶養義務を著しく怠る者をも共同体異分子とみなして処遇すべきであ

ると主張していた。（BArcb．bl．57参照）

9

ヴエルナーは後者、即ち傾向犯や衝動犯に該当する者として、刑期を終えた後も生活環境を

変えず、将来再び売春周旋人の生活に戻る虞のある者や、通学途中の児童を追いまわす変質者な

どを想定していた。
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り｝チエはまた懇談会において第2条6項に関し、少年に対する不定期刑導

入の意義を説いていた。その根拠として彼が挙げたのは職業教育をめぐる当時

の状況であった。即ち、当時少年は通常4年という教育期間を経て仕事を習い

終え、職人としての検定試験（Gese11enp畑山ng）を済ませていた。リーチュは、

被収容者が職業教育ををまじめ、他の再教育の達成度と関わりなく退所できる現

行の制度こそ当該者に対するその後の社会生活を著しく困難なものとしている

との認識から不定期刑の導入を求めていた。即ち、刑期を弾力的に運用し当該

者の再教育を実質的に実りあるものにしようとしていた。この要求に対して警

察側の代表者たちは尽力する旨を伝えたが、10 しかし同時にひとつの条件を持

ち出していた。即ちそれは、更正しないままに刑を終えた少年や、あるいは刑

期終了前の時期においても刑を執行する官吏により「手もつけられない、どう

しようもない」（Hopfen11nd Malz verloren sein）人間であると判断された少年

は、司法当局から警察の手へと引き渡されることを条文に盛り込む、というも

のであった。これに対してリーチュは、すでに前年の7月 29 日の書簡におい

てそれに対しては賛成である旨を述べていると答えていた。即ち、司法当局は

少年をも含め共同体異分子に対する最終的な処遇権を実質的に警察に移譲する

ことをここで再び宣言していた。こうした事実からは被収容者の処遇に対して

「教育的」な配慮を要求したリーチュの姿勢の中にも、ヴァイマル共和国末期

に取り分け強くなっていた、保護・矯正教育に対する限界感が根強く残されて

いたことが分る。リーチュの発言は司法当局自らが再教育の限界を認め、再教

育を途中で放棄するというものであった。即ちそれは、共同体異分子を前にし

た行刑機関の無力感と敗北感を吐露したものであった。

懇談会における議論はその後、共同体異分子に対する警察の処遇内容を定め

た修正原案第3条に向けられた。その中でヴエルナーは、今後はこの法律が「非

政治的理由による強制収容所への収容」の拠り所となると同時に、それは刑事

警察による監視の根拠となるべきもので、それにより「警察による予防拘禁に

関する回覧布告」という、それまで未公開のままに施行されていた布告が廃止

されると説明していた。即ち、この新たな法律により1937年に内務大臣フリ

10

少年に対する不定期刑の問題に関しては、1月10日深夜にヴエルナーとリーチュは電話でも

話し合っていた。即ち、国家刑事警察局長ネーべは法律にそれを盛り込むことに何ら懸念を持た

ず、またネ｝べはハイドリヒへの報告の際にこの法案に賛成するよう口添えを行なう用意がある

ことをヴエルナーはリーチュに伝えていた。（BArch．わ1．58Rs．参照）
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ツクが発した布告や1938年のヒムラー、ハイドリヒらの布告11が廃止される

ことを意味していた。修正原案第3条1項は共同体異分子に対する以下の処遇

を警察に認めていた：

a）彼らを監視すること

b）監視では不十分な場合には、彼らを保護連盟に委ねること

C）それでは不十分な場合には、彼らを直接労働収容所あるいは教育収容所

に収容すること

第3条で問題となったのは、共同体異分子の処遇における司法と警察の権限

領域と優先権であった。ダニルナーとナイファイントは第3条2及び3項を挙

げ、この規定により警察に対する司法の優先的な権限が確保されていると説明

し、法務省の要求に対する配慮の姿勢を示していた。即ち、刑事裁判に関わる

権限は第1項により妨げられないこと（第3条2項）、また刑事裁判において

完全無罪あるいは証拠不十分のために無罪となった者に対しては、同一の事案

に関して第1項を適用することができない（第3条3項）、という規定により

司法権に対する警察の介入が阻止されていると説明していた。また警察側はそ

れに加えこの席で、管轄の刑事警察署は、国家刑事警察局に送られたものと同

じ書類を、即ち履歴書、すべての素行報告書、血筋・系図などに関する生物学

的資料、総合的な評価に関する報告書の写し等を検察に対しても送付すること

に同意し、司法当局に対する配慮を示していた。また更にそれに加えて修正原

案は第7条においても、この法律の遂行・補足に関する規定を設ける際には、

内務大臣は「所管の大臣との相互合意の下に」行なうとの一文を追加し、他省

庁に対する配慮も示していた。

この懇談会では、内務省実の中でも最も批判が大きかった断種措置規定を盛

り込んだ第5条に関する議論も行なわれたが、しかし詳しい記録は残されては

いない。結局この問題に関しては、すでに第5条に対して示された法務省第ⅠⅤ

課の見解をもとに、関連する部局を招いた大規模な懇談会を設け新たな案を作

成することになった。

6．2修正案

6．2．1ヴエルナーの補足説明：以上のように、ヴエルナーをま1月10日に行なわ

れた懇談会において法務省や財務省から提出された要望や批判を取り入れ、他

11前稿、第ⅠⅠ章参照。
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の省庁にも配慮した修正原案を示していた。その結果、残された課題は実質的

には断種措置に関する規定と少年に対する不定期刑の扱いとなっていた。ヴエ

ルナーは懇談会での議論を踏まえ、この修正原案に対して修正を加え、リーチ

ュの手元にはすでに1月30日にはこの「最新の草案」を届けていた。12ヴエル

ナーはこの草案に添えた文書の中で、ハイドリヒを招いた警察主催の懇談会が

開催されることを伝え、同時に取り分け共同体異分子該当者を定めた第2条に

関して以下の説明を行なっていた：

一第2条6（刑事裁判を通し、裁判所によりその処遇が警察の手に委ねられた

者を共同体異分子とみなすこと）：この規定はただ将来に対する準備として盛

り込まれているだけのものであり、当面は意味を持たない。なぜならば、刑事

裁判を通じて被告人が警察当局の手に引き渡され処遇されることは現行刑法に

は盛り込まれていないからである。しかし、警察は保安拘禁と労役所に関する

措置に関して将来法律が改正された場合を想定し、この規定を残しておく。13

一第2条9（定期あるいは不定期刑に処せられた少年の中で、行刑当局から民

族共同体への編入が期待できないとの確信を持たれた少年を共同体異分子とみ

なすこと）：警察は第2条1項から8項までの規定により少年を処遇する意志

はない。少年に対しては第9項と10項（保護教育を命じることや保護教育が

維持できない未成年者を共同体異分子とみなすこと）が適用される。また刑事

裁判権、保護教育制度およびこの「共同体異分子法」の関係は執行命令の中で

触れる。14しかし、この第9項は8項との調整が必要である。

－
執行命令第2条1：証拠により完全に証明されて無罪が言い渡された者に

対しても監視措置が適用されるのか否かに関し明確にする必要がある。15

6．2．2修正内容

6．2．2．1法律本編に関して：ヴエルナーが示したこの新たな修正案は、前案に

12

BArcb．bl．84－89参照。

13

ヴエルナーの説明は、警察はこの規定により当該者が保安拘禁あるいは労役所に収容される

ことに代わり、警察当局に引き渡されることを見込んでいたこと、換言すれば、この規定により

労役所と保安拘禁の執行が管察の手に引き渡されることへの期待を意味していた。
14

これに対してリーチュもまた、法案本編の中に刑事裁判権と保護教育を規定するような宣言

的な規定を盛り込むことをせず、詳細は関連大臣の相互合意による規則により規定すべきである

との見解を示していた。
15

以上はBA托h．bl．83参照。
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対して以下の修正を加えたものであった：

一 第2条：先の懇談会においてルパートが求めていた、扶養義務を果すこと

を頑なに拒む者をも共同体異分子として処遇すべきであるという要求を受け、

第3項において再びそれを条文に復活させていた。また懇談会での話し合いの

結果を受けて、第4項は飲酒癖者と麻薬依存者を、そして第5項において傾向

犯と衝動犯を共同体異分子として挙げていた。更に第7項には警察が管理する

「少年保護収容所」の退所者が追加され、結果的には未成年者に対する共同体

異分子認定の範囲が拡大された。また同時に未成年者に関する規定を定めた第

10項（旧案第2条6項）は大幅に簡略化され、保護教育が命じられない、あ

るいは維持できないという事実だけを以って共同体異分子と認定することが可

能となった。

－ 第3条：旧案第3条2，3項を削除し、第1項のみを残した。ここで削除

された規定は、執行命令第2条（1）に入れられた。即ち、司法当局の権限を

保証した条文は法律本体から執行命令へと移され、その存在を軽くしていたの

である。

一
第4条：旧案とほぼ同一内容ではあるが、注目すべき修正は、第1項にお

いて旧案が「（‥・を相当な施設に）拘禁する」（zu verwahren）となっていた表

現を、「収容する」（unterzubringen）とした点である。これは「保護連盟」が行

なう収容を「拘禁」と表現することに対する法務省の違和感を配慮し、変更し

たものであったが、「拘禁」も「収容」も修正案作成者にとっては表現上の差

異であり、実質的には同一の行為を指していた。

一
第5条：断種措置規定に関するこの規定には大幅な修正が加えられてい

た。即ち、旧案は「事実関係を調査した結果、民族共同体にとって望ましから

ざる子孫が生まれてくるであろうと想定される共同体異分子に対しては断種措

置を講じることができる」となっていたが、修正案は「民族共同体にとって望

ましからざる子孫が予期されうる共同体異分子に対しては断種措置を講じるこ

とができる」となっていた。即ち、修正案ではまず、「望ましからざる子孫が

生まれてくる」と推測させる根拠を述べた部分が削除され、そのために窓意的

な断種措置の可能性が広げられていた。その結果、個別的に「調査した」事実

に基づかなくとも一般的状況から「望ましからざる子孫が生まれてくる」と予

期されるだけで断種措置を講じることが可能となったのである。

一
第7条：修正案は旧案第7条を第2項として取り入れ、第1，3項を新た

に設けていた。即ち、第1項は「共同体異分子法」と刑事裁判、保護教育の管
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轄対象領域の区分を内務大臣が中心となり法務大臣と協議すること、また同様

に第3項はオストマルクにおいてこの法律を適用する際に生じる問題は内務大

臣が中心となり法務大臣の同意のもとに必要な執行規則を制定すると規定して

いた。即ち、この修正案はこの法律により管轄権限上、ないしは適用上の問題

が生じた場合、内務大臣が主導しその解決に当たるという、他の機関、取り分

け法務省に対する内務省の優位を明文化したものであった。

6．2．2．2執行命令に関して：執行命令に関して行なわれた修正の中で注目して

おかなければならないのは以下の点である：

一 第2条：修正案では、刑事裁判において証拠不十分のために無罪となった

者だけではなく、明確に無罪と証明された者に対しても監視措置を実施するこ

とが可能であった。（第1項）また、原則として全国少年福祉法に基づく保護

教育が「共同体異分子法」による措置に優先することが明文化された。（第2

項）警察は保護教育措置がとられた者の子孫を監視することができ、また第2

条9および10により少年あるいは未成年者として共同体異分子と見なされた

者に対しては、彼らがすでに少年あるいは未成年者でない場合においても法案

第3条に基づく措置を行なうことができた。（第3項）

－ 第3条：この規定は旧案第2条1を修正したものであるが、ここには重大

な変更が加えられていた。即ちここでは、法案第5条に基づく断種措置の実施

に関する決定は「遺伝的疾患を持つ子孫を予防するための法律」（1933年7月14

日）に従い「優生裁判所」（Erbgesundbeitsgerichte）が行なうと規定されてい

た。これは法務省側の要求を受け入れた修正であった。優生裁判所の口頭審理

に国家刑事警察代表者の出席が義務付けられたことは、共同体異分子認定権者

の責任の明確化を求めたリーチュの要請に答えたものであった。しかし他方に

おいて断種措置実施の申請権者が保護連盟施設の長、警察が管理す・る労働・教

育収容所の長、および国家刑事警察局（法案第3条）であったことは、この措

置が警察主導のものであることを明確に物語っていた。また第3条2号は、共

同体異分子への該当性を決定する機関が国家刑事警察局であることを明確に規

定し、長年法務省が固執していた共同体異分子の該当決定権限に関する議論は

ここで明確に警察側の勝利として明文化されることになった。

6．2．3内務省・法務省の見解：この新たな修正案に対して内務省はルパート署

名の2月11日の書簡の中で、法律適用該当者や収容・断種手術費用負担者の
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明確化、また法律適用地域の明確化などを目的とした更なる字句の挿入や修正

などを求めていたが、16同時にヴエルナーのこの新たな修正案に対して賛意を

示していた。17

一方法務省は41年2月22日にキュマーラインとリーチュが内務省に赴き、

ヴエルナーに対して直接見解を伝えていた。その際に法務省側は共同体異分子

該当者を規定した第2条および彼らの処遇を規定した第3条の規定を中心に修

正要求を提出していた。その際ヴエルナーは、警察と司法当局の権限の区分を

法律の条文の中に盛り込むことを要求した法務省側に対しては、警察は執行命

令全般を法務省と共同で作成する用意があると回答するにとどめ、「法律」本

編においてそれを扱うことを拒否していた。ヴエルナーは更に、監視の条件や

警察が管理する労働・教育収容所からの退所条件に関する詳細な規定を法律に

盛り込むことを求めた法務省側の要求も拒否している。ヴエルナーがこの要求

を拒否する理由として挙げたのは、まず第一にその規定を法律の本編に盛り込

むことによりこの法律が「あまりにも司法当局に近いもの」となり、もはや「警

察にとって相応しいもの」（polizeimassig）ではなくなるためであると述べ、主

16
即ち、以下の修正を求めていた。

Ⅰ．法案に関して：
－ 第2条10項：冒頭”Mi血eIj独dge“の前に”VeⅣabrloste“を追加
一 第3条第1文：”Die Polizeibe壬16deiiberwac血t Geme払scila鮎如：mde

bndes点irsorgeve血nd．indessenBezirksieib托nSi也b紙ZWUn也血血どじ】

undiiberweist sie dem

Wenn UberwacbⅥngS－

massnahmen nic壬1tauSreicben．“（修正）
－ 第6条1項：”Die Kosten derUnteIも血卯ng tr鞄t der Landesぬrsorgeveぬand，der den払m

gem良ss且且塾蓮ユ払eⅣiesenenGemeinscbaぬなemdenunterbringt．StreiもgkeikniiberdieP鎚cbt
derReic血sministerdesInnern．Erkanndie

und Traどung der Xosten abweicIlend von

zl汀Unteぬ血gungundTragungderXostenentscbeidet
P瓜icb七des Landes氏irsor空eVerbandes zw Unterbdnm！

！麺鍵望匹垣“（修正）

…
第6条2項第2文：”b Falle der Hil氏bed敵地gkeit鵬gt der Landesぬrsorgeverband，der

Verp鎚cbtetist，血∋KostenderUntelもdngu喝Zじtragen，auChdieKostenderUn如cb也macb．址ng・“

（修正）
－ 第7条1項：”Fiirsor酢erZiebung“を”6鮎ntlic壬IenJugendbi血“に修正

一
第7条3項：”Ostmark“の後に”im Sudetenga11，im Gebiete der bislled酢n Freien Sbdt

DanzigundindeneingegliedertenOstgebieten“を追加

Ⅱ．執行命令案に関して：
－ 第2条2項：”den nac王1§3des Gesetzes zul云ssigen M払ssnahmen“を”ei皿er Unterb王jn鮮1ng

nacb §3des Gesetzes“に修正

一第2条2項 b）：”Fiirso王苫eerZielllmgSbe血6rde“の後に”Odernacb．Entscbeid11ng des

VomⅧdscbafとsgedc王1tS“を追加
17

BArcb．わ1．63－64参照。
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導権をめぐる司法当局に対する警察側の対抗意識をあからさまに示していた。18

法務省側のこれらの要求に対してヴエルナーは、「法律は可能な限り簡潔にま

とめるように」というヒトラーの言葉を引用し、法律本編に条文としてそれら

の詳細な規定を盛り込むことを控え、それに代わり執行命令において扱うとい

う基本姿勢を示していた。19

この会談の中で示された最も注目すべき新たな見解は、ヴエルナーはこの法

律の施行が幾つかの点において警察に対しては不利益をもたらす（eine

Verschlechterung払r die Polizei）と認識していたということである。即ちそれ

は、これまで行政規則に基いてフリーハンドであった警察の行動がこの法律の

施行により束縛されることになるという認識であった。ヴエルナーは、警察は

それでもなお敢えて「非社会的人間」を保護施設に収容するための法的基盤の

必要性を唱えてはいるが、しかし、もしこの法律が警察に対する制限をあまり

にも多く盛り込むのであれば、広範囲にわたりフリーハンドであったこれまで

の法的状況を維持しておくことも考えられうると述べ、法務省側の要求に対す

る威嚇ともいえる発言を行なっていた。20

ヴエルナーがキュマーラインに対して行なった説明に拠れば、収容命令のも

とになる逮捕命令は当該人物に対する聴取を担当した専門官の署名により下さ

れ、その後この命令は国家刑事警察局の承認を得ることになっていた。しかし、

その手続きは当該者に対しては開示されず、当該者に対してはただ、強制収容

所または保護教育施設への移送、あるいは釈放という決定結果が伝えられるだ

けであった。即ち、法務省の要求にもかかわらず当初警察は共同体異分子の処

遇を当該者に対し未公開のままに処理することに固執していたのである。ヴエ

ルナーの上記の発言は共同体異分子の嫌疑で逮捕。収容された者に対する適正

な法的手続きの確保を強く求めた法務省側の要求に対してなされたものであっ

た。

1名

法務省側のその他の要求に対するヴエルナーの回答は以下のとおりである。第2条6：削除

すべきである／第2条5：再検討が必要／第2条9：従来の案を残して第8号にまとめ、簡素化

する／第2条10：表現に関してムテージウスとの協議が必要／第3条を三つに分割し明確化す

る。（BA托b．bl．79参照）
19

ヴエルナーは執行命令案第2条の中に、遺伝的な疾患を持つ者の性交の制限に関する条文を

追加し、第2条（3）には法律に違反しながらも精神疾患などの理由により刑罰が適用できない人

間をも対象者として含むべきであると説明していた。

201941年2月22日付け、リーチュのメモ。（BArch．払1．79－80参照）
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2月 25 日には、第2条に新たな項を設けそこに組み入れられることになっ

た、未成年者を対象とした共同体異分子の認定規準に関する旧案第2条10を

めぐり協議が行なわれた。ダープリングハウスに代わりその協議に出席したキ

ュマーラインは、満20歳までの少年の再教育に関して権限を持つ後見裁判所

が共同体異分子の認定手続きに関与しないという事態を指摘し、それが現行制

度を無視したものであると批判していた。これに対してムテージウスもまた共

同体異分子の認定手続きに教育当局の代表者を含めることの必要性を認め、こ

の問題に関しては法務省側の要求に沿った修正が加えられることになった。こ

の問題に関する協議の経過からは、法務省がいかに既得権に固執していたかが

見えてくる。即ちキュマーラインのこの要求は、表面上は未成年者の再教育に

おける経験を前面に押し出して司法当局の関与の必要性を主張したものであっ

たが、しかしキュマーラインは同時にその場において、後見裁判所裁判官の関

与という形式的な事実の存在の重要性を指摘したにとどまり、認定手続きにお

ける裁判官の地位に関しては重要視していなかった。即ち、キュマーラインは

裁判官自身がその認定を行なうのか、あるいはただすでに下された認定に対し

て同意を与えるだけにとどまるのかに関しては「決定的な問題ではない」と述

べていたのである。21こうした姿勢は法務省の要求の本質が認定後に施設に収

容される未成年者本人の将来への配慮からなされたものではなく、共同体異分

子の処遇をめぐる問題における司法当局の地位の確保にあったことを証明して

いた。22

この協議の後キュマーラインは電話を通してヴエルナーにその結果を報告し

ている。しかし、認定手続きに裁判官が関与することになったことに対してヴ

エルナーは、警察が多数の裁判官と交渉する事態は是非とも回避すべきである

と主張し、受け入れることのできる解決策としては、保護教育当局がその決定

を行なうと定める規定のみであると説明していた。即ち警察側の代表としてヴ

エルナーは、共同体異分子の認定における後見裁判所裁判官の「同意」の必要

21BArc壬l．払1．82参照。

㍊

ムテージウスはこの協議の席で、再教育が不可能であるか否かに関する決定は「教育当局」

が行なうように配慮すると説明し、第2条2に修正が加えられることになった。即ち：”（2）

M払deづ蝕dgesindals Gemeinsclla氏s魚・emden11ranZuSehen，／1．wenndieFiirsorgeerzieb11ngnicIlt

angeordnetoderal血ecbterbaltenwerdenkann11nd蜘痙垣些垂

e払eEinglie血mngindieVolksgemeinscIlaftnicIltZ11erWartenist．2．‥・“と修正されることにな

つた。（BArch．bl．82参照）
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性に関しては容認したが、後見裁判所裁判官が「決定」を下すとする規定は受

け入れ難いという認識を示していた。23

VII．41年2月26日案

7．1修正内容：こうして内務省は法務省などから寄せられた見解を検討し、1941

年2月26日付で新たな修正案を関連機関に送付した。24この草案は前案に対し

て以下の修正を加えていた：

一
第2条（共同体異分子該当者に関する条文）：三つの項に分割。未成年者

に関する部分を第3項に移し、独立させる。旧第2条5（傾向・衝動犯）に関

しては、その範囲を有罪宣告を受けた者に限定。また、旧第2条6を削除し、

新たに第2条2項として独立させる。旧第2条9、10を削除し、新たに第2

条3項1、2に移す。

－ 第3条（共同体異分子に対する処遇措置）：三つの項に分割。

一
第6条（費用負担）：収容に関する義務と費用負担に関する争いの裁決は

内務大臣が行なう（第1項）。断種措置の費用は収容費負担者が負う（第2項）。

7．2懇談会：この新たな草案を受けて3月 21日には懇談会が開催され、関連

するすべての部局の代表者が出席した。25法務省からはリーチュ、ダープリン

グハウス、キュマーラインが出席した。ハイドリヒによりこの法案の趣旨が説

明された後、出席者からの意見聴取が行なわれ、以下の見解・回答が述べられ

ていた：

一
国防軍最高司令部（OKW）：第2条7に一郎ち、刑期終了後も保安・改善

収容所に収容されることもなく、また民族共同体への編入が期待できない者を

共同体異分子とみなすことに一軍法裁判も視野に入れた規定を盛り込むことを

要求。（これに対しては賛同が寄せられた）

¶
外務省：外国人に対しては監視措置のみにとどめ、それで不十分な場合に

は退去処分にする。（従来までの経験に倣い、この要望に対しては賛同が寄せ

られた）

お

同上。

別

本稿巻末資料5および6参照。
25

当初この懇談会は3月14日に開催される予定であったが、ハイドリヒの都合により延期され、

21日になった。（BArcb．bl．99参照）
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－

労働省：第2条1の2（労働能力がありながらも労働を忌避し、援助を受

けて生計を営んでいる者）の事例の判断における労働局の参加を要求。（この

要求に対しては賛同が寄せられた。）

－ 総統代理：原案に対して原則として賛成。しかし、個々の問題に関しては

翌週に大臣ヘスが行なう演説まで態度を保留。

一
財務省：費用負担問題に関して新たな提案を行なう。見解は専門官による

懇談会まで保留。26

法務省：リーチュはこの懇談会において、

1）執行命令第2条1に盛り込まれている規則を法律本編の条文に盛

り込むこと、即ち、刑事裁判と警察の管轄権の明確な線引きを法

律の条文により担保すること

2）誤った決定を下すことを避けるために、個々の事例を担当する警

察官の責任を明確にすること

3）警察が管理する労働収容所および教育収容所への収容措置に関し

ては、収容期間、退所手続きに関わる更に詳細な規定を設けるこ

と

4）共同体異分子に該当する人的範囲を明確に輪郭付ける必要性の指

摘。即ち、法案第2条1の3の修正27

5）共同体異分子の認定における後見裁判所裁判官の関与

を要求していた。これに対してハイドリヒはまず、収容決定を下す警察官の責

任を明確にすることに関しては賛意を示したが、法律の簡潔性を重視する観点

から、執行命令第2条1を法律本編の中に移すことには難色を示した。また同

様に、裁判官の関与など司法当局の権限の確保は法案第7条1により十分保障

されているとし、後見裁判所裁判官の関与を求めたリーチュの要求を拒絶した。

その一方で、国民が負う義務に違反する者をも共同体異分子として処遇しよう

とする第2条1項3の問題に関しては新たな修正案を示していた。28 しかし法

戊

BArcb．払1．100－107参照。財務省側の求めた懇談会は1941年3月27日にアルトクーア・ネー

ベの執務室で開催された。（Aya乃（1998），273頁参照）
㌘

即ち、”Oder gegen eine sonsdge zl汀Ordnung
der Volksgemein＄Cba氏dl汀Cb ein Gesetz

ぬstgelegteP山cbtverstossen“の修正を要求。

公

即ち、”Gemeinsclla氏＄なel丑dimSinnedesGesetzesista11C血，WerauSSerdeninAbs．1genannten

F弧eni皿einergegen血sgeslmdeVolksemp丘ndenverstossendenⅥreisebar血豆ckiggegendieillm

gegeniiberderVou（Sgemeinscba氏obliegendenP鎚chtenverst6sstlmdda血托bbef敵cIltenl註sst，da13
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務省の要求に反するだけではなく、ヒトラーが求めていた法律の条文の簡潔性

ともあまりにもかけ離れているこの提案に対し、リーチュは態度を保留した。

ところで、上記のように共同体異分子の認定における適正な手続きを求めた

リーチュの要求の根底にも、この共同体異分子処遇法に対する法務省の基本姿

勢が存在していた。即ち、そこには次のような認識が存在していた：

この法案は本質において非社会的人間および反社会的人間に対して向け

られたものである。即ち、共同体に対する義務を頑なに逃れたり、それど

ころか共同体に敵対する人間集団に対して向けられたものである。民族共

同体という大地からあまりにも遠く離れている者は、とりもなおさず自ら

その権利を奪っているのであり、仮に略式手続きにより自らに厳しい措置

がとられたとしても、それは自らの責任で自らをより権利の少ない人間へ

と乾めているのである。29

このように法務省自身も、非社会的、あるいは反社会的人間が一般人に比べ

て権利の上で不利な状況に置かれる事態そのものは容認していた。それにもか

かわらず法務省がこれらの人間を共同体異分子として処遇する際にその正当性

にこだわること、また共同体異分子と認定する手続きに適正さを求めていたの

は、m一方においてはその非／反社会性が本人の責めだけに帰すことができない

事例も存在し得るためであった。そしてこの法律による処遇の対象を本人自身

の責めに帰される場合のみに限定しようとしたためであった。しかし他方にお

いて、法務省のこれらの要求は管轄権限に源を発する、警察主導の手続きに対

する不満の表れでもあった。こうした観点に立ちリーチュは内務省案を厳しく

批判していた：

内務大臣が我々に示したこの法案は、第三帝国が作り上げた幾つかの厳

しい法律の中でもおそらく最も厳しいものであろう。この法案はこれまで

世界のいかなる国においても法律によってをま警察当局に対して与えられて

こなかった多くの権限を警察当局に与えている。取り分けそれは長期間に

わたる自由の剥奪に対する権限である。このような権限はこれまで弊等

erbeiFortsetzlmgSeinesVe血altenseinegemeineGe虫血rbildet．“とする修正。
29
BArcb．払1．105．
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棚家においては立法によって、ただ裁判所の手にのみ委ねられてい

た権限である。30

このようにリーチュは、内務省案が裁判所による手続きを軽視した警察国家

型のものであることを批判していた。しかもその際彼は、すでに1939年以降

公的な使用が控えられていた「第三帝国」という用語をも用い、警察に対して

長期間の自由剥奪権限を与える国家を非「文化国家」（Kulturlえnder）と表現し

ていた。この「すべての文化国家」という言葉には手書きで削除線が引かれて

はいるものの、それは内務省案に示された内容の法律が施行されれば、「第三

帝国」はもはや「文化国家」の範噂には属さないものとなるとの認識を示すも

のであった。31このことはヒトラー政権内部の官僚から出た政権批判の言葉で

あり、政権内部における対立の存在を示すものでもあった。

共同体異分子の処遇における法的手続きを軽視した警察主導の措置に対する

リーチュのこうした批判は、審理の公正さを確保するための条文の不備、即ち

共同体異分子認定審査における当該者本人の出席や証人喚問、専門家による鑑

定、弁護人による支援、上訴手段の欠如を指していた。リーチュが取り分け強

く批判したのは、担当の係官が当該者本人と直接面接する必要もなく書類上の

審査のみで決定を下すという手続きであった。更にそれに加え、こうした手続

きを経て警察によって‾Fされた決定に対して、あたかも刑事裁判の判決と同等

な意義が与えられることに対する司法当局としての憤りであった。32

VIⅡ．1941年3月27日付け内務省案

8．1修正内容：ヴエルナーは3月21日の懇談会の結果を受け、3月27日には

法案に対して更なる修正を加え、4月初めには関連する官庁に対してそれを示

していた。33前案の条文配置の変更や共同体異分子の定義に関わる第2条の表

現などを中心とした大幅な変更を特徴とするこの新たな修正案からは、注目す

べき幾つかの重大な変更が読み取れる。その主要なものを挙げれば以下のよう

討

3月21日のメモ。（BArcb．bl．103）

31同上、およびAyaβ（1998），273頁参照。

詔

こうして行なわれた3月21日の懇談会では、最後にハイドリヒが翌週半ばにこの法律案が公

開されることが伝えられた。（BArcb．払1．100－102参照）
お

本稿巻末資料7参照。ヴエルナーはこの新たな修正案の提示に際し、それが総統代理の賛同

を得たものであり、今後閣議に提出されると説明していた。（BArc王1．払1．108参照）
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になる：

8．1．1法律本編に関して

「草案」の削除：この修正案では一執行命令も含め－「草案」（Entwurの

という文字が削除され、「共同体異分子の処遇に関する法律」となっていた。

それは、これまで法務省を中心とする関係省庁との間で幾度となく行なわれた

懇談会や書簡の往復を経て、今やこの法律に関する議論が最終段階に至ったと

理解するヴュルナーの認識の表れであった。

一 第1条：この法律の目的を述べたこの条文に「警察の措置により」（durch

polizeilicbe Ma蝕abmen）という表現を追加し、この法律に基づいて共同体異分

子に対してとられる措置が警察主導のものであることを明文化している。

－ 第2条：共同体異分子として認定される該当範囲それ自体には大幅な変更

は加えられてはいなかったが、その表現には大きな修正がなされた。

…
第3：ハイドリヒとの懇談会においてリーチュが修正を求めていた

個所34がこの新たな案では削除されている。即ち、リーチュの要求が取

り入れられていた。

－

第6：「労働・教育収容所」が、警察が管理する「労働教育・改善

収容所」に変更。これにより警察の主導性が明確化された。

－

第3条3項：保護連盟の施設内での監視以上に厳しい措置が必要な場合に

とられる措置に関し、共同体異分子の収容先の選択肢が、警察が管理する「労

働教育収容所、改善収容所、強制保護収容所、少年保護収容所」と変更された

だけではなく、この移送が「警察当局」の決定によりなされることが明記され、

権限の所在が明文化された。

－

第6条：第3条3項などに基づき保護連盟施設から警察が管理する施設に

移送された共同体異分子は、そこでの収容費用を自ら負担しなければならない

ことが明記された。即ち、被収容者は労働を通して施設内での生活費を負担す

ることが求められ、結果として施設内での厳しい労働を正当化する法的根拠が

設けられることになった。

－

第7条2項：この法律を補完する細則の作成には「ドイツ帝国少年指導者」

も加わることが追加された。これは未成年の共同体異分子の存在が軽視できな

い状況にあったことを意味していた。

剥

即ち、”Oder gegen eine sonstige z∬Or血ung
der Volksgemeinscba氏dl肌b ein Gesetz

由stgeleg蛭P鎚cbtverstossen“という表現。
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－ 署名欄：労働大臣、財務大臣を追加。これは即ち、警察管理下の施設にお

ける労働力としての被収容者の意義の増加と、国家財政・経済における彼らの

重要性の高まりの反映であった。

8．1．2執行命令に関して

一 法務省側がハイドリヒに対して求めていた要求、即ち実際に当該の「共同

体異分子」と関わる係官の責任の明確化は、－ハイドリヒが望んでいたように

一法律には盛り込まず「布告」という形において処理されることになった。そ

れはまた現場警察官の独断を避けるために、執行命令第1条において、収容施

設への移送に関しては国家保安本部局の「確認」（Bestatigung）を必要とする、

という規定を盛り込むことで対処されていた。

これまではこの法律を受けて共同体異分子の処遇を執行する機関として

「国家刑事警察局」が挙げられていたが、この修正案では収容期間の決定権を

含め、すべて「保安警察」（Sicberheitspolizei）と変更されていた。（第1条他）

これは共同体異分子の処遇における治安政策的な意義を考慮する姿勢を反映し

たものであった。

一 第5粂2項：民族共同体への再編入の可能性に関する判断における、保護

教育機関や後見裁判所の関与を認めた。これは先の懇談会においてハイドリヒ

に対してリーチュが強く求めた要求への配慮である。

仙
署名欄に法務大臣を追加：前案では内務大臣だけであった署名欄に法務大

臣を加えたことは、この法律に基づく措置が裁判所、即ち司法権を軽視した警

察主導の措置であると糾弾するリーチュの批判をかわそうとした修正であると

も考えられるが、しかしそれ以上に、実質的に警察主導の措置を表明している

この執行命令に法務大臣の署名を加えるという行為はこの事実を司法当局に認

識させ、容認させようとする行為であった。即ちこの署名は、共同体異分子に

対する処遇に関して司法当局が警察に対して権限を移譲するという確約書の意

味をも担い、本来法務省にとってそれは屈辱的な署名であった。こうしてこの

法案が成立すれば、この問題に関して司法当局は全面的に警察の支配下におか

れることになったのである。

8．2 関連部局の見解：こうした修正内容を含むこの法律と執行命令案に対して

は、関連する省庁からのさまざまな見解が寄せられた。法務省は取り分け警察

による監視措置に関する執行命令第4条の修正を求めていた。それに対してヴ
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エルナーは、執行命令第4条を修正し、警察による監視措置が無罪判決を受け

た者すべてに対してなされる措置ではないことを明確化するとの見解を述べて

いた。35

国家保安本部局からは参事官ナイファイントがリーチュに対して譲歩を求め

る要求を提出していた。それは第2条1項7の保安。改善施設への収容措置

（SicherungundBesserung）に関する要求であった。即ち、保安・改善収容命

令の権限の移譲を要請していた保安本部局は、それを新たな案に盛り込むか、

あるいはそれと引き換えにそれまで司法機関の管轄であった労役所と保安拘禁

（Sicherungsverwab和昭）の執行権を保安本部局に移譲するという二者択一を

迫る提案を行なっている。即ち後者の要求は、刑期終了者を保安本部局主導の

下で警察当局に移送し、その後は共同体異分子処遇法に沿っての処遇が可能と

なるよう刑法42条dを改正するよう求めるものであった。それは裁判所にと

っては刑期終了者に対して労役所収容あるいは保安拘禁収容の命令を下す権限

を保安本部局に対して手放すことを意味していた。36

これに対してリーチュは、戦争が行なわれている間は現行の法的状況に変更

を加え、あるいはこの問題を抜本的に討議することはまったく不可能であると

伝えていた。即ち、保安・改善収容命令措置は刑法改革と密接に結びついてい

るために、刑法改革全体との関連なしで決定することは好ましくないこと、ま

たその執行権の変更は戦時経済的にも不利益をもたらし、現況では認められな

い旨をナイフアントおよびヴェルナ｝に対して回答していた。37

このように法務省と保安本部局との間に生じた、自由の剥奪によって行なわ

れる保安・改善収容命令の権限をめぐる新たな意見の対立（”Streitigkeit 肋er

die Zust畠ndigkeit f拉r die mit Freibeitsentziebung verbundenen Ma触egeln der

SicherungundBesserung“）38が表面化する中で、5月中旬においてもこの修正

案はいまだに内務省の手を離れず、内部で検討がなされていた。即ち、内務大

臣フリック自身が多くの修正を求め、しかもそれが技術的な側面以上の問題を

35

キュマーライン（4月2日）およびリーチュ（4月4日）のメモ。（BArcb．ぬ1．108参照）
36

労役所と保安拘禁の執行権を響察に移すという考えはヴエルナーもまたリーチュに対し内々

にその可能性を尋ねていた。しかしナイフアントに比べヴエルナーの姿勢ははるかに弱いもので

あった。即ち、法務省がこの考えに全面的に反対する場合には響察はこの要請を行なわないと述

べていた。（41年4月9日付けのリーチュのメモ。BArc壬l．払l．117参照）
37

41年5月7日付けの書簡。（BArcb．払1．118－120参照）
38

BArc血．ぬ1．120参照。
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含んでいたためであった。しかし同時に内務省はこの時点においてすでに大臣

フリックの希望によりこの法律に付する理由書の作成に取りかかり、最終的な

調整を行ない、早期成立を目指していた。しかしそれとは逆に、法務省側はこ

の法律の成立は遠い先のことであるとの認識を抱いていた。39こうした両者の

対応や認識の違いは、法律の早期成立により共同体異分子の処遇における実質

的な権限を確保しようとする内務省と、現状の法体系を可能な限り維持し、こ

の問題における地位を維持しようとする法務省の意識面での緊張関係の表れで

もあった。

しかし遂に1941年6月、内務大臣フリックは官房長官ラマースに対して法

案と理由書45部を送付し、閣議決定を行なうよう要請した。こうして「共同

体異分子法」をめぐる議論は水面下での個別の関連省庁の問題から、政府全体

の問題へと議論の舞台を変えていくことになる。（続）

討

弧年5月15日付けキュマーラインのメモ。このメモは5月23日にフライスラー、リーチュ

に伝えられた。その際にはまた、フリックの要請により旧案第1条条文が今後は法律の前文とし

て置かれることが伝えられた。（BArc払．払1．121、また117参照）
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1941年1月10日付の内務省修正原案40

Entw硯祓einesGe＄etZeSii鮎eydie‡葺e払andl岨ngGemeinscぬa鮎なemdeg

§1．

（略）

§2．

Gemeinscba氏sなemdeimSinnedes Gesetzes sind：

1．）Personen，diegewobnbeitsm豆ssigihren Lebensunterbaltnicbtaufordnungs－

gemasse Weise erwerben und dadurch gegenihre Verp丑icbtung gegen缶ber

derVolksgemeinscba先verstossen．

2．）Arbeits伝hige，die trotz einerihnen gebotenen Arbeitsm6glicbkeitihren

Lebensunterhalt nicht aus elgenem Verdienst bestreiten幽迎辺

垣迎撃竺．（旧§2－3の

修正）

3．）Personen，die durcbibre Lebens蝕，hrung andere
Volksgenossenin sittlicber

Hinsichtge伝kdenunddadurchgegenihreVerp鎚chtunggegen缶berderVolks－

gemeinsch誠tverstossen．（旧§2－4の修正）

4．）EntlasseneausVollzugsanstaltenderReich如stizverwaltungundaus些垣重量二

望旦地望derPolizei，dienicbtnachweisenk6nnen，da侶siesich

nachibrer Entlassung ernstha氏bemt払t haben，in geordnete Verh引tnisse

zur缶ci㍑ukehren．（旧§2－5の修正）

5．）Stra垣e払ngene，derenStra包eitabgelauぬnundgegendieaucbkeineMa伽egel

der Sicherung und Besserung angeordnet wordenist，die aber nach

Uberzeugung der Vollstreckungsbeh6rde als u．ngebessert angesehen werden

muSSen．

6．）MindeIjahrige，beidenen die F故rsorgeerziehung nicht angeordnet oder

au丘●echt erhalten werden kann，Weilsie o鮎nbar keine Aussicht auf Er払1g

dO1941年1月10日の懇談会において提示。第7条は内務省第一次案における最終条文第6条

の後に付置されていた指示書きを修正し、条文化したものである。（BArcil．払1．59－61参照）紙数

の関係から以下の資料においては前案に対して大幅な修正が加えられた条文を中心に掲げ、それ

以外は省略した。（取り分け下線部に大きな変更が加えられた）
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bietet，Oder aus anderen Gr血den，diein der Person des Mindeわ弘rigen

liegen，unauSf技brbarist．

§3．

（1）DiePolizeibeh6rde戊benvacht Gemeinscha氏sなemde und tiberweist sie den

Landes鉛rsorgeverbanden，Wenn Ubenvachu喝SInaJ3nahmen nicht ausreichen．

Er払rdertdiePersoneinesGemeinscha氏sなemdeneinesch畠r絶reBewacbung，

alssieindenAnstaltenderLandes鮎rsorgeverb孟ndegewahrleistetist，SOtritt

anStellederUbeⅣeisu喝andieLandes鉛rsorgeverbandediethterbringung

ineinempolizeilichenArbeits－undErziehungslager．

（2）DieZust護ndigkeitderStra包erichtewirddurchdieBestimmungdes§3Abs．

1nichtber（ihrt．

（3）Hatein Straなericht eine Person wegen erwiesener Unschuld oder wegen

mangelnder Bew・eise打eigesprochen，SO kann wegen desselben Sachverhalts

eineAnordnunggema8§3Abs．1nichtgetro飴nwerden．

§§4．－5．

（略）

§6．

（1）DieKostenderUnterbringungderdenLan血s鮎rsorgeverb独dengem畠月 §3

Abs．1缶berwiesenen Personen tragen dieIノ孤des鉛rsorgeverb畠nde，in deren

BezirkderGemeinschz此sた・emdeau短egri鮎nwird．

（2）（略）41

（3）SoweitdenLandes氏irsorgeverbえnden鉛rden幽Neubauundf缶rdie

Erweiterung von Anstaiten Xosten envachsen，beteiligt sich das Reich an

diesenKostenzurHai氏e．

§7．

Der Reicbsminister desInnern erlasst die zur Durcb鉛brung und Erg畠nzung

dieses Gesetzes erforderlicben Recbts－ und VerⅥraltungsvorscbri氏en 主堅

EinvernebmenmitdenzustandigenReicilSministerm

41旧実の”血s氏ibmgsvorsc土山氏en“を”Durcb鮎mngsvorsc‡11i触n“に修正。
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資料5

畔 上 泰 治

1941年2月上旬案42

Entwは祓einesGe＄etZeS故beでdieBe壬Iand呈ⅥngGemeinsc払afとS鉦emder

DieReicilSreglerunghat女）1gendesGesetzbescblossen，dashiermitverktindetwird：

§1

（略）

§2

Gemeinscha氏s丘・emdeimSinne des Gesetzes sind：

1．）（略）

2．）（略）

3．）Personen，diesicbineinergegendasgesundeVolksemp畠ndenverstossenden

Ⅶeise hartnackig einer gesetzlichen Unterhaltsp瓜icht entzieben，SO dass der

notwendige Lebensbed訂fdes Unterhaltsberechtigten erheblich ge臨hrdetist．

4．）Peronen，dieinfolgeihrer Rauscb由良一Oder Trunksucht sich oder andere

gef弘rdenunddadurchgegenihreVerpflichtunggegentiberderVolksgemein－

SCba氏verstossen．

5．）Personen，dieinfolgeihrer verbrecherischen Triebe oder Neigungen die

Volksgemeinscha免ge払brden．

6．）Personen，dieim Stra如erた血ren durcb die Straなericbte der Polizeibeb6rde

仏berstelltwerden．

7．）（略：旧第4号）43

42

BArc血．如．65－68．1941年1月30日にヴエルナーがリーチュに示した案はこれとは一部異なっ

ていた。重要な相違を挙げれば、例えば1月案では：
－ 第3粂末：”［…Arbeits－undErzie血ⅧgSlager］odereinem押1ize山chenJugendsc加地1ager“

が追加された

一
第7条‥”§7DerReichsministerdesInnern erl細tdie zl汀Durcb仙1rungundErg去氾皿g

dieses Gesetzes er払rderlichen Recbts－1md Ve】Wa加ngsvorscムム氏en血EinvemeilmenInit den

ZuSt血digen Reic壬ISministemノDer Reicbsminister desInnern ed誠t，SOWeit die BesdmInⅥngen

血esesGese也esindenReicbsgauenderOstmarknichtⅥnmit仕elbarAIⅣendlmg血denk6nnen，血e

erbrderlicbenDwcb払b川ngSbest血mⅥngenimEinvernebmenInitdemReicbsjustizmbisぬr．“とな

つていた。

－
執行命令第2条1‥”，abgesehenvonderObeⅣaCbung，“が削除。（BArch．bl．84－89参照）

胡

旧案”Erziebungslagern“の後に”SOWieJⅥ酢ndsc血也1agern“が追加された。
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8．）Strafgeねngene，derenStra王女eitabgelauねnundgegendieauchkeineMass－

regelder Sicherほng und Besserung angeordnet wordenist，beidenen aber

nach Uberzeugung der Vollstreckungsbeb6rde垂墜」蜘痩

地皇垂（旧第5号）

9．）Jugendliche，diezu bestimmter oderunbestimmter Strak verurteiltworden

Sind und beidenen nach Uberzeugung der Vo11streckungsbeh6rde eine

EingliederungindieVolksgemeinscha允nocbnichtzuerw訂tenist．

10．）Minde癖brige，f址dieF触sorgeerziehungnichtangeordnetoderauなecbteト
bdtenwerdenkann．

§3

（略）44

§4

（1）DieLandes鮎rsorgeverbande haben dieihnen gemass §3 肋erwiesenen

PersoneningeeignetenAnstalten幽．45sie氏ibrendieseA嶋ぬe

als幽durch．
（2）（略）

§5

Gemeinscha氏s血・emde，beidenen ein f政die Volksgemeinscha氏unerw也nschter

Nachwucbszuerwartenist，Sindu血二uChtbarzumachen．

§6

（1）（略）46

（2）（略）

（3）（略）

§7

（1）DerReichsminister desInnernregeltimEinvernebmen mit demReichs－

ministerderJustizdieAbgrenzungderMassnabmennach§3gegen肋erder

Straなechtsp凸egeundderF批sorgeerziehung．

（2）（略：旧§7）

舶

最後に”Oderei丑empO血ei払cもenJ11gendscbⅥblager“を追加。
45

この”00terZubringen“は旧案では”Zu VeⅣabren“となっていた。この語句の修正は施設への

収容措置に対する刑事罰的な印象を弱めようとしたものである。
46

最後に”Oderdie Vollstreckungs－OderF也rsorgeerziebungsbeb6rde（§2Z舷8－10）i址en Sitz

bat“が追加された。
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（3）DerReichsminister desInnem erはsst，SOWeit die Bestimmungen dieses

Gesetzesin den Reicbsgauen der Ostmark nicht unmittelbar Anwendung

丘ndenk6nnen，dieerbrderlichenDurcb拉brungsbestimmungenimEinverneh－

menmitdemReicb如stizminister．

Berlin，den………………．．…．…．…．……………．…

DerF也hrerundReichskanzler

DerVorsitzendedesMinisterrats拉rdieReichsverteidigung

DerReicbsministerdesInnern

DerReichsministerderJustiz

DerStellvertreterdesF缶brers

DerReichsministerundChefderReichskanzlei

EntⅥ7岨祓ei汲eyむ岨γC改組耶皿まSVeyOrぬImgZ岨mGesetz故beydieBe壬Iandlu皿g

Ge昔nei‡1SCあa免s簸e‡弧de㌻

AufGrund des §7des Gesetzes肋er die Behandlung Gemeinscha如かemder

VOm・…（RGBl・IS…）滋rd垂＿塾車重垣
bestimmt．47

§1

（略）48

§2

（1）DieZust畠ndigkeitderStra鬼ericbtewirddurch dieBestimmungendes §3

des Gesetzes nicbt ber曲れ．Hat ein Straなericht eine Person wegen

e王Wiesener Unschuld oder wegen mangelnder BeⅥreiseなeigesprochen，SO

kann，垂蜘，Wegen desselbenSachverhalts eine

47

前稿巻末資料3（40－41頁）参照。
48

第2項において、旧案が収容先を「管察が管理する改善収容所」（払 einem pol由ei滋cben

Besserungslager）としていたのに対し修正案は「警察が管理する労働・教育収容所あるいは少年

保護収容所」（払einem polizeikc血en AIもeits一皿d ErzieblmgSlager oder einem polize血加n
Ju酢ndscIlutZlager）と修正している。
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Anordnunggem．§3desGesetzesnicbtgetro任enwerden．

（2）DieAnordnungderFむSOrgeerZiehunggem．§63Abs．1und3desReichs－

gesetzes払rJugendw（）blfabrtvom9．7．1922（RGBl．IS．633）inderFass11ng

der Verordnung肋erJugendwoh披血rtvom4．11．1932（RGBl．IS．522）gebt

dennach§3desGesetzeszulまssigenMa触abmenvor．Ma応nabmennacb§

3desGesetzessinddaherntlrgegenMindeI溶血dgezuはssig，

a）beidenen die F缶rsorgeerziehung wegen Erreichung des18．oder19．

Lebensjahresnichtm6glichist（§幻Abs．1u．3ⅣG．），

b）beiderlen die F批SOrgeerZiehung nach Erkはmng derF戊rsorgeerziehungs－

beh6rdenichtinBetrachtkommt，WeilsiekeineAussichtaufErblgbietet．

（§63ⅣG．）

C）beidenen die Fなrsorgeerziehung nicht払ber das19．Lebensjahr au丘・eCbt

erhaltenwirdundbeidenennachUberzeugung der F缶rsorgeerziehungs－

beb6rde eine Eingliederungin die Volksgemeinscha氏 noch nicbt zu

en好打tenist（§§72，72aJWG），

d）dieausderF汝SOrgeerZiehungwegenUnausfi払rbarkeitausGr戊nden，diein

ihrer Personliegen，insbesondere wegen erbeblicher gelStiger oder

seelischerRegelwidrigkeiten，entlassenwerden（§73JⅦG．）．

（3）Abk6mmlingevonGemeinscba允s丘・emdenkaIln diePolizeibeb6rdeauch也ber－

wachen，WenndieVoraussetzungendes§2Ziff．10desGesetzesnicbter鉛11t

sind．BeiPersonen，diealsJugendlicbeoderMindeI瀬hrigegem．§2Z鑑9u．

10des Gesetzes gemeinscba丘sなemdgeworden sind，k6nnen dieM誠nahmen

nach §3des Gesetzesau缶echt erhaltenwerden，auChwennsienichtmebr

Jugendlichoderminde鵬brigsind．

§3（旧案§2－1の修正）

DieEntscheidung也berdieU血・uchtbarmachunggemaβ§5desGesetzestre鮎n

dieErbgesundbeitsgerichtenachdenBestimmungendesGesetzeszurVerhtitung

erbkrankeIINacbwuchses vom14．7．1933（RGBl．IS．521［sic！］）mitわ1gender

MaJ3gabe：

1．）Antragsberechtigtsindauch dieLeiterderim §3des Gesetzes erwahnten

Anstalten der Landes拉rsorgeverb紬de und der polizeilichen Arbeits－und

ErziebungslagersowiedasReichskriminalpolizeiamt．

2．）Die Entscheidung，Ob eine Person gemeinscha氏s血・emdist，tri批 das
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Reichskdminalpolizeiamt．Diese Entscheidung wird scbriftlicb erとeiltundist

拉rdasErbgesundheitsgerichtbindend．

3．）DasE沌gesundheitsgericbtsollzurmtindlichenVerhandlung einenVe托reter

derReichskriminalpolizeizuziehen．

§4

（＝旧案§3：略）

§5

（＝旧案§4：略）

Berlin，den

DerReichsministerdesInnem
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資料6

1941年2月26日付け薬49

EnもW岨祓e血esGeseもZeS肋eγdieBe払andl㍊ngGemeinscぬa鮎飯emdey

DieReicbsreglerunghat良）1gendesGesetzbeschlossen，dasbiermitverk也ndetwird：

§1

（略）

§2

（1）Gemeinscha允s血・emdeimSinnedesGesetzessind：

1．）（略）

2．）（略）

3．）Personen，diein einer gegen das gesunde Volksemp丘nden verstossenden

Weise bartn畠ckig sich einer gesetzlicben Unterhaltsp鎚cht entzieben oder

g幽

地

4．）（略）50

5．）Personen，die幽連投一室垂丸盛蔓

馳生」垣

些垂幽j麺室垣望

蜘塾

6．）（略＝旧条文7）

7．）（略二旧条文8）

（2）辿L坐臥＿由

些些細堅二

重塑些垂旦蜘垂蔓些

幽

蔓延地建
（3）Minderj圭払dgesindalsGemeinscba氏s血・emdenuranzuseben，

49

BArcb．ぬl．91－98参照．。資料5に対して修正が全く加えられていない、あるいは修正が大幅

ではない場合には省略。

細

旧条文の”RaⅥSCbgi氏oderTrunksucbt“が”Rauscbgi氏insbesondereTrじnksucht“に修正。
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1）如

些垂蔓娃至聖地堅

塾感触，

2）wenn siezubestimmteroderunbestimmterStra由verurteiltwordensind，

g地L迎鮭些車重

塑三重空也
感触垂

§3

（1）DiePolizeibeb6rdetiberwachtGemeinscha免s血・emd已

（2）き垂主軸虫垂壁金

地塾

（3）E血rdertdiePersoneinesGemei‡lSCha丑s血・emdeneineschar由reBewachung，

alssieindenAnstaltenderIノandes鮎rsorgeveぬぬdegew息brleistetist，SOtritt

anStellederUberweisungandieLandes拉rsorgeverb畠ndedielJnterbringung

ineinempolizeilichenArbeits－undErziehungslager幽些主！主垂些

迦g幽些．

§§4－5

（略）

§6

（1）DieKostenderUnterbdngung姐

鮎垂鮭

墨主軸

SCheidet der Reichsminister desInnern．Eriはnn die P幻icht des Landesf払r－

旦9幽
車型錘些垂ぷ逝垂．

（2）F批die Kosten der Un丘・uChtbarmacbung gema85gilt §13Abs．2des

GesetzeszurVerh批ungerbkrankenNachwucbsesvom14．7．1933（RGBl．I

S．529）und die hierzu erlassenen Durc姐ibmngsvorschri允en．‡m Falle der

Hilfsbed放出gkeit tragt虫L麹些垂担」弘」垣

蜘疫」垣蔓蝮虹虫L泣虫班毎埴生二

堅蔓迦王追
（3）（略）
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§7

（略）51

（以mF、日付・署名欄：【略）

69

Entw岨祓einerわ硯rC払払鮎g硯ngSVeyOy血硯皿gZ硯孤Gese七度肋erdieBe音Iand畳紙mg

Ge割振ein＄e払a艶s免・e】弧de釘

Auf Grund des §7des Gesetzes肋er die Behandlung Gemeinscha免s血・emder

VOm…．（RGBl．IS…．）wirdimEinvernehmenmitdemReichsministerderJustiz

bestimmt：

§1

（1）（略）

（2）DasReichskriminalpolizeiamtordnetdie仇eⅣeisungandieIノandes氏irsorge－

Verbまnde oder die Unterbringungln ei‡1em pOlizeilichen Arbeits－undEト

ZiehungslagerodereinempolizeilicbenJugendschutzlageranundbestimmtin

beiden F封Ien die Dauer der Unterbringung．地gL些

幽

幽

illrenSitz‡lat．DerLandes鉛rsorgeverband kanndieFreilassungderinAn－

Staiten untergebracbten Personen beantragen．Uber den Antrag entscheidet

dasReichskriminalpolizeiamt．

（3）DieKriminalpolizeileitstellen und dieXriminalpolizeistelien k6nnen Gemein－

SCba氏sなemde bis zur EntscbeiduIlg durcb
das Reichskriminalpoiizeiamt

vorはu畠g den Landes鮎rsorgeveぬぬden 拉beⅣeisen 幽些二

蜘

芝地．

（4）§6desGesetzes血detaucbaufdievorlau茄get沌eⅣeisungAnwendung．

51第1項末：”F触SOrgeerZie王111ng“を”6鮎ntlicbenJugend山1ぬ“に修正。
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§2

（1）DieZustぬdigkeitderStr血echtsp鮎gewirddurcbdieBestimmungendes§

3 des Gesetzes nicht ber岱hrt．Hat ein Straなericbt eine
Person wegen

erwiesener Unschuld oder wegen mangelnden Beweises血・eigesprochen，SO

kannwegendesselbenSachverhaltseineAnordnunggem畠乃§3desGesetzes

nicbt getro飴nwerden．垣＿垂旦＿旦垣幽

地

軸

些塑埴些些

塾⊆垂幽垂

fenwerden．

（2）DieAnordnungderF触sorgeerziehunggem誠 §63Absatzlund3und§67

desReichsgesetzesftkJu．gendwohぬhrtvom9．7．1922（RGBl．IS．633）inder

FassungderVerordnung缶berJugendwohl触托vom4．11．1932（RGBl，IS．522）

geht車型＿＿辺些竺竺幽nach §3des Gesetzes vor．

睡g墜

Minde王j乏払rigezul畠sslg，

a）

b）

c）

d）

（略）

beidenendieF故sorgeerziehungnichtinBetrachtkommt，Weilsiekeine

AussicbtaufErわ1gbietet．（§63JWG．），

beidenen die F批sorgeerziehung nicht tiber das19．Lebensjahr au血echt

erhaltenwird（§§72，72aJWG），

（略）

（3）坦垣垣盤垣主鎧Abk6mmlinge von Gemeinscba氏sなemden，beidenen zu

墜望，kann die

Polizeibeb6rdeaucbiiberwachen，WenndieVoraussetzungendes §2Absatz

2 Zi鮎rl［sic！］des Gesetzes nicht er鉛11t sind．BeiPersonen，die als

Jugendliche oder Mindel瀬brige gem㍊ §2 Absatz 2 des Gesetzes

gemeinscha托s血・emd geworden sind，k6nnen die Ma乃nahmen nach §3des

Gesetzesau良一eChterbaltenwerden，auChwennsienichtmehrjugendlicboder

minde鵬hrigsind．

（4）旦軸

Landesjugendamt．DasLandesjugendamtbedarfzurAb望abederErklarung．daJ3



「共同体異分子の処遇に関する法律」案 71

地吐＿些

些幽」由

如

辿聖

地塾垂監＿塾些：

聖地．
§§3－5

（略）

（以下、日付。署名欄：略）



72

資料7

畔 上 泰 治

1941年3月27日案52

Gesetz故berdieBeぬandl狙ngGe壬neinsc壬1a鮎鉦e‡ndey

DieReichsreglerunghat女）1gendesGesetzbeschlossen，dasbiermitverk血detwird：

§1

Gemeinscha氏sなemde，die durcbihr Verhalten die Volksgemeinscha免scb畠digen，

垣旦些地理墾 dieser wieder als n批zliche Glieder

Zuge氏ihrt oder an einer weiteren Sc始digung der Volksgemeinscba氏gehindert

werden．

且j

（1）Gemeinscha免s缶emdimSinnedesGesetzesist：

1．）wergewohnheitsmassig seinen Lebensunterhalt nicht auf ordnungs－

gem孟sseWeiseerwirbtunddadurchgegenseineVerp凸ichtunggegeniiber

derVolksgemeinscha氏verst6sst；

2．）wer，Obwobler arbeits払higist，trOtZihm gebotener A沌eitsm6glichkeit

Seinen Lebensunterbalt nicht aus elgenem Verdienst bestreitet und

dadurchhartnackiggegenseineVerpflicbt11nggegen故berderVolksgemein－

SCila氏verst6sst；

3．）wersichineinergegendasgesundeVolksemp血denverstossendenⅦeise

h訂tn護CkigeinergesetzlichentJnterhaltsp鎚chtentzieht；

4．）werinfolge Rauschgi氏－，insbesondere Trunksucht sich oder andere

gef弘rdet und dadurch gegen seineVerp幻icbtung gegen也ber derVolks－

gemeinscha氏verst6sst；

5．）werw・egen Straぬtenverurteiltwordenist，dieihn als Nei糾ngS－Oder

Triebverbrecher kennzeicbnen，und durch sein weiteres Verhalten

besorgenlasst，da乃erauchk血鮎gsoIcheStra允atenbegebenwird；

6・）wer aus Vollzugsanstalten der Reichsjustizverwaltung und aus如beits－

erziehungs－，BessenlngS－undBewahrungs－SOWieJugendschutzlagernder

Polizeientlassenwordenistundnicbtnacbweisenkann，da乃ersichnach

52

BArc払．払1．109－116．日付に関してはAya月（1998），273頁参乳資料6と同一あるいは重大な修

正がない条文は紙数の都合上省略した。特に下線箇所に大きな変更が加えられた。
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Seiner Entlassung ernstha氏 bem血t hat，in geordnete Verbaltnisse

Zur缶Ckzukehren；

7．）wernachVer仙ssungeinerStra払，OhnedaBgegenibneineMa伽egelder

Sicherung und Besserung angeordnetwordenist，naCh Uberzeugung der

ZuSt紬digenJustizbeh6rde eine Eingliederungin die Volksgemeinscha氏

nocbnichterwartenlasst．

（略）53

（略）54

§3

（1）Gemeinscha允s缶emdewerdendurchdiePolizeibeh6rde也berwacht．

（2）（略）

（3）Er払rdertdiePersoneinesGemeinscha氏s血・emdeneinesc始rねreBewachung，

alssieindenAnstaltenderLandes鮎rsorgeverbande幽ist，SO垣幽

diePolizeibeh6rdeineinempolizeilichen坐短軸生

1ichen Besserun望S－und Bewahrungs－Oder einemロ01izeilichen Tugendschutz－

垣幽些，

§4

（1）DieLandesf批sorgeverb紬de haben dieihnen gemass §

wiesenen Gemeinscba氏s丘・emden aufibre Kostenin

3Abs．2缶beト

geelgneten Anstalten

unterzubringen．Sief戊hren dieseAufgabe als staatlicheAufgabenachAn－

Weisungdu．rch．

（2）（略）55

（3）（略＝旧§6（3））

§5

（1）（略＝旧§5）

（2）（略＝旧§6（2））

§6

DerGemeiIISCha氏sたemdebatdieKostenseinerUnteぬdngungnach §3Abs．3

㍊

旧実の最後に”Oderin払1geseiner11ngeOr血etenLebens氏山川ngderAngemeink辻dal妃md岩牧r

Last伝11t．“が追加された。
弘

第1項：”nicも．tzueIWartenist“を”nic土1tOdernochnic土1tZllerWartenist“に修正。また、第2

項：”gegenSie“及び”beiibnen“を削除。

55”Abs．1“を”Abs．1Satzl“に修正。
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oder§4Abs．1SatzIzuerstatten．

§7

（1）（略）

（2）（略）56

（3）迦血些

地

史旦幽迎．

（以下、日付署名欄：略）57

Durc血払壬l柑ngSVerOrdnungzはmGesetz曲erdie‡主e壬Iandlung

Gemeinscba免s血・emde壬・．

Auf Grund des §7des Gesetzes tiber die Behandlung Gemeinscha氏sなemder

vom．…．．（RGBl．IS…．）wirdbestimmt．

§1

（1）DieDurch鉛hmngdes§3desGesetzesobliegtder塾車軸主．

（2）辿Oder die Unte沌dngungin

einem polizeilichen他姓些担二重些

迩幽

垣垣也二

塾旦幽些

§2

（1）蜘

垂幽垂些＆虫

軸垂ニ

SCh誠亡Sなemden gem畠乃 §4Abs．1und2des Gesetzes unterzubringen．Er tr独t

56”im Einvernebmen mit den zusはndigen Reicbsminsitern“を”im E血vernebmen mit
den

beteiligtenReichsministemunddemJ11gendぬbrerdesDe11tSCbenReic壬1eS“に修正。
57

署名欄に労働大臣と財務大臣が追加された。
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垂旦」重量担Lj垣旦＿旦些車重堅g旦堅g」－蔓竺垣些垂盟堅L一旦垣L」垣＿空挺吐一夏些

地

主如些

垣三重嘘三越吐旦塾迦」垣」些垂適塾塑三g生

verbande zur Unterbringung und Tragung der Kostenim Verh畠1tnis zueinander

abweicbendvonSatz2und3re eln．

（2）軸受二

重鍵幽．（＝旧
§1（2）の一部を修正）

§3（旧§1（3）の修正）

雌逝L星些

茎些地

軸虹些垣迦垂g望．§2dieserVerordnung

und§6desGesetzesgeltenentsprechend．

且隻（旧§2の追加・修正）

（1）DieZusはndigkeitderStraなechtsp鮎gewirddurchdieBestimmungendes§

3 des Gesetzes nicht ber払rt．Hat ein Straなericht eine Person wegen

erwiesenerてJnschuld oder wegen mangelnden Beweisesなeigesprochen，SO

kannwegendesselbenSachverhaltseineAnordnunggem畠乃§ 3Absatz2und

3 des Gesetzes nicht getro飴n werden．Ist die Freisprecbung wegen

mangelndenBeweiseserfolgt，SOSindUbeⅣaChungsma乃n血menzuはssig．Hat

ein Straなericht eine
Person

veru止eilt，SO SOllen nach Ablauf der Stra伝eit

unbescbadetdes§2Absatzl堕二ZundAbsatz辿2desGesetzeswegen
desselben Sacbverbalts andere Anordnungen als Uberwacbungsma触血men

nichtgetro任enwerden．

（2）WelcbeJustizbeh6rdenimSinnedes§2AbsatzINr．7undAbsatz3Nr．2des

Gesetzes zustandig sind，bestimmen derReicbsministerdeりustiz，derChef

des Oberkommandos oder「Ⅳebrmacbt und der Reichs氏ibreトSS und Chefder

Deutschen Polizeiim Reicbsministerium desInnern，jeder 払r seinen

Gescb圭洗sbereich．

§5

（1）DieAnordnungderF政sorgeerziebunggem護乃§63Absatzlund3und§67

desReichsgesetzes払rJugendwoh托血沈vom9．7．1922（RGBl．IS．633）inder
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Fassung der Verordnung肋erJugendwobl鮎氏VOm4．11．1932（RGBl．I

S．522），主地＿地

軸簸」垣L虫吐」担垣車型

墾圭幽虫垂望gebt einer UbeⅣeisung oder Unterbringung

nach§3desGesetzesvor．ObeⅣeisungoderUnterbringungnach§3des

GesetzesistnurgegenMindeIj弘rigezuはsslg，

a．）beideIlen die F缶rsorgeerziehung wegen E汀eichung des18．oder19．

Lebensjahresnicbtm6glichist（§63Abs．1und3JWG．），

b．）beidenen dieF缶rsorgeerziehung nic‡ltin Betrachtkommt，Weilsiekeine

AussichtaufEr払1gbietet（§63JWG．），

C．）beidenendieFtirsorgeerziehungnichttiberdas19．Leben由ahrau丘・eChter－

haltenwird（§§72，72aJⅦG．），

d．）dieausderFtirsorgeerziehungwegen tTnaus鉛h王も訂keit aus Gr缶nden，die

inibrer Personliegen，insbesondere wegen erheblicher geistiger oder

seelischerRegelwidrigkeiten，entlassenwerden（§73JⅦG．）．（旧§2（2）

の修正）

（2）DieErkはrung der Erziehungsbeb6rde，da8eine Eingliederung des Minder－

jahrigenin dieVolksgemeinscha丘nichtzu erwartenist（§2Absatz3Nr．1

desGesetzes），gibtdieF批sorgeerziebungsl〕eb6rdeab，WenndieF批sorge－

erziehung nicht au打ecbt erhalten werden kann，in deniibrigen F封1en das

Vormundscha氏sgericht．Die F缶rso稽eerZiehungsbeh6rde bedad zur Abgabe

derErklarungderZustimmungdesVormundschaftsgerichts，dasVormund－

SCha氏sgericbt der Zustimmung der Fiまrsorgeerziehungsbeh6rde．Lehnt das

Vormundsc壬Ia氏sgericbtdieAbgabederErkほrungめoderversagtes die Zu－

StimmungzueinersoIcbenErklarungderF缶rsorgeerziehungsbeh6rde，SO

Stebt der F政sorgeerziehungsbeb6rde und der zustandigeTIDienststdlen der

SicherheitspolizeisofortigeBeschwerdezu．

（3）Minde鵬hrigeAbk6mmlinge von Gemeinscha氏sなemden，beidenen zu

be鮎rchtenist，da乃sie selbstgemeinscba免s血・emdwerden，k6nnen polizeilich

地，Wenn dieVoraussetzungendes §2Absatz3Nr．1

des Gesetzes nicht e瓜11tsind．Bei蜘墜die Ma蝕ahmen

nach §3des Gesetzesauなecbterhaltenwerden，auCbwennsienicbtmehr

mindeI潜血rigsind．（旧§2（3）の修正）
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（4）InFallen，in denen ein sofortiges polizeilicbes Einschreiten erforderlichist，

k6nnen die 辿主 Minde】瀬hrige bis zur

Erkはmng地蝮

denLandes氏irsorgeverb急ndenvorl乱1軸肋erweisen．且幽．

§6（旧§3の修正）

DieEntscheidung肋erdieUn缶uchtbarmachunggem畠乃§5desGesetzestre鮎n

dieErbgesundbeitsgerichtenachdenBestimmungendesGesetzeszurVerhtitung

erbkrankenNachwuchsesvom14．7．1933（RGBl．IS．529）mitfolgenderMaJまgabe：

1．）AntragsberecbtigtsindauchdieLeiterderim§3desGesetzeserw蝕nten

Anstaiten der Landes氏irsorgeverb畠nde und der polizeilichen Arbeits－

erziehungs－．Besserungs－und Bewabrungslager sowie das Reicbssicher－

垣主辿．

2．）DieEntscbeidung，Ob eine Person gemeinschz此s血・emdist， tri批 unbe－

幽些．DieseEntschei－

dungwirdscbr脆1icberteiltundist拉rdasErbgesun血eitsgericbtbindend．

3．）DasErbgesundbeitsgericbt sollzur m也ndlicbenVerhandlung einenVer－

treterder塾地主望主zuziehen．

§7（旧§5の修正）

Der Reicbsminister desInnern kann Anstalten，die nach §4Absatz2des

Gesetzes als geeignet bestimmt werden，Au幻agen tiber die Art undⅥ7eise der

erbpflegerischenSichtung，derErziehungundVerwabrungderGemeinscha允s一

缶emdenmacben．Erkanndie辿虫垂三重鎚埋festsetzen．

（以下、日付署名欄：略）58

謎

署名欄に法務大臣が追加された。




